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健 総 第 6 6 号

平成 23 年 7 月 20 日

大阪社会保障推進協議会

会長 井上 賢二 様

枚方市長 竹 内 脩

社会保障に関する要望書について（回答）

要 望 事 項 回 答

１．行政のあり方について

（ア）東日本大震災被災自治体への支援

内容及び実績を明らかにするとともに

被災自治体を支援するために通年で

職員派遣を行うこと。さらに、避難者受

け入れ数と、生活保護申請・受給、介

護保険申請・受給などの実態を明らか

にすること。

（イ）住民に対して責任ある仕事が遂行で

きるよう非正規(非常勤・嘱託・アルバイ

ト・パート等)ではなく正規職員の増員を

行うこと。また、住民の立場からは正規・

非正規は全く関係ないので、非正規職

員にも正規職員と同じく研修を行い、住

民に不利益を与えないこと。

本市は、岩手県・宮城県・福島県に対し義援金59,235,000

円、寄附金39,000,000円を送金しました。

救援物資は、ブルーシート500枚、幼児用おむつ2,000枚、ト

イレットペーパー2万個、生理用品5,000個、アルファ化米2,000

食、シチュー5,000食、マスク10万枚、手指消毒用アルコール1ℓ

入500本、段ボール製の簡易間仕切りと段ボール畳200セット、2

ℓペットボトル水1,000本、500mlペットボトル水2,000本、A4コピ

ー用紙150箱、鉛筆360ダース、断熱ボート150枚、ノーパンク自

転車30台を送付しました。

職員派遣は、被災自治体からの依頼に基づき大阪府を通じ

て要請があります。これまでに上下水道局職員、建築職員、看

護師、事務職員を現地へ派遣しました。今後も現地からの要請

に基づき可能な範囲で職員派遣を行います。

6月15日現在、本市の避難者受入数は、４２世帯９３名です。

うち、生活保護申請は０件、受給０件。介護保険申請１件、受給

１件です。

公務運営の中心は、任期の定めのない常勤職員で行うこ

とが基本であると認識する一方で、市民からは、市政運営

に対して、効率的、効果的な執行体制の確立が求められて

います。

行政として、時代とともに市民ニーズが高度化、専門化

する中、より質の高い行政サービスを提供できるよう、職

務内容や職務の特殊性などに応じて、今後も、様々な任用

形態を活用してまいります。また、市民サービスの低下を

招くことのないよう、職員一人ひとりの資質や意識の向上

を図り継続的な人材育成を進め、少数精鋭の体制を構築し

てまいります。
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（ウ）大阪府からの権限移譲については、

体制が整ってないもとでの受託はせず

拒否すること。

2. 国民健康保険・後期高齢者医療・健診

について

① 国民健康保険会計にこれまで以上に

一般会計繰り入れを行い、保険料そ

のものを引き下げ、協会けんぽ保険

料なみの払える保険料にすること。保

険料の低所得者減免、多子世帯・母

子世帯・障害者減免など困難な世帯

に対する条例減免を創設・拡充する

こと。一部負担金減免を実際に使え

る制度とし、国基準のように「一時的

な困窮」「入院」に限定しないこと。い

ずれもこれら減免制度についてはホ

ームページや広報に掲載し、チラシ・

パンフレットなどを作成し住民に周知

すること。（減免制度に関するチラシ、

パンフなど今年度の広報物の現物を

当日お渡しください。）

② 資格証明書発行をやめるとともに貧

困を作り出す差し押さえをしないこと。

短期保険証の長期未交付（留め置

き）は厚生労働省通知どおり行わない

こと。高校生世代までのこどもに対し

ては１年間の保険証を確実に届け、

特別職非常勤職員などの非正規職員は、職務に必要な能

力を有していることを条件として雇用している場合もある

ため、職場での研修を中心に業務に関する情報や知識の習

得向上を図っています。また、公務員として必要な基礎知

識である公務員倫理、個人情報保護及び情報公開、人権に

ついての研修を実施するなど研修の機会や情報を提供して

います。

地域の実情に応じて、自らの責任と判断で市民サービスが提

供できるよう、市民に身近な基礎自治体である市役所が権限を

持つことは、意義のあることと考えています。この考えのもと、平

成 22 年度から 3 年間で 31 事務の移譲を受けていくとする内容

の「権限移譲実施計画」を平成23年 3月に大阪府に提出し、体

制の検討、整備を含め、計画的に権限移譲を進めています。

本市では、これまでから国が示す繰出金通知に基づく基準を

超えて国民健康保険会計に繰り出しているところであり、今後と

も、一般会計及び国民健康保険特別会計の財政状況を踏まえ

て対応していきます。

保険料減免制度については、「枚方市国民健康保険条例」及

び「施行規則」で規定しています。

医療費の一部負担金の減免についても、「枚方市国民健康

保険一部負担金の減免等の措置に関する規則」を制定し、運用

しており、これらの制度については、市ホームページや全国保

世帯に配布する「国保ガイド」に掲載しています。

資格証明書は法令に基づき交付しています。交付にあたって

は、滞納者に対して一律に交付するのではなく、納付相談等に

より生活実態等を聴取し、柔軟に対応しています。

また、資格証明書交付世帯のうち、いわゆる高校生世代まで

の被保険者に対しては、短期被保険者証を交付しており、交付

方法は対象世帯に通知を行い、窓口での交付を基本としていま
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万が一届いていなくても医療機関か

らの照会で確認できれば保険証所持

と同様の取り扱いとすること。

③ 国民健康保険運営協議会委員を広く

市民から公募すること。運営協議会を

公開し、傍聴を認める、資料を配布す

ること。また、市民の意見陳述を認め

ること

④ 特定健診は以前の住民一般健診内

容と同等のものとし費用は無料とする

こと。特に、がん検診等の内容を充実

させ、特定健診と同時受診できるよう

にし、費用は無料とすること。

すが、接触のとれない場合は郵送しています。

本市の国民健康保険運営協議会の委員選任については、被

保険者代表として２名を市民公募により選考しています。

本運営協議会は原則公開としており、傍聴も 10 名を定員とし

て認めています。当日の資料については、傍聴者に対して配付

しております。

なお、本協議会は法律に基づき、被保険者代表、保険医・保

健薬剤師代表・公益代表から各６名と、被用者保険代表から２

名の計 20 名を選任しており、それぞれの立場からご意見をいた

だいているところですので、新たに意見陳述の機会を設けること

は想定しておりません。

平成 20 年度より、高齢者の医療の確保に関する法律に基づ

き、40 歳以上の市民につきましては、医療保険者を実施主体と

して特定健康診査が実施されています。枚方市国民健康保険

被保険者については、大阪府医師会加入の取扱医療機関にて

無料で受診できます。（75 歳以上の市民につきましては、広域

連合が実施主体で実施）

また、40 歳以上のいずれの公的保険制度にも加入していな

いいわゆる無保険者及び15歳から 39歳までの健診を受ける機

会のない市民を対象に、保健センターにて無料で住民健康診

査を実施しています。

がん検診につきましては、健康増進法に基づき、市が実施主

体となり、胃がん・乳がん・子宮がん・肺がん・大腸がん・前立腺

がんについて、保健センター及び枚方市内の委託医療機関に

て実施しております。22 年度より、特定健康診査とがん検診の

同時受診を推進し、双方の受診率向上を目的に、肺がん・大腸

がん・前立腺がん検診を委託医療機関の検診に一本化しまし

た。

また、枚方市国民健康保険被保険者の特定健康診査取扱い

医療機関と市のがん検診取扱い医療機関を同じ一覧表で示

し、市民に対しても同時受診を勧奨しているところです。検診料

はがん検診により 300 円～2,000 円徴収していますが、生活保

護世帯及び市府民税非課税世帯は免除制度があります。

また、21 年度から特定の年齢の女性に対して子宮頸がん・乳
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⑤ 後期高齢者医療保険制度の保険料

については独自減免などを検討する

とともに短期保険証・資格証明書の発

行をしないこと。

⑥ 大阪府広域化支援方針の内容は全

国にない収納率に 4つもの目標やハ

ードルを掲げる非常に厳しいものであ

る。さらに大阪の場合、広域化しても

財政の困難さは全く解決せず、スケー

ルメリットどころか保険料値上げや減

免の廃止、健診の後退しかまねかな

いことを理解し、広域化に安易な期待

をせず、国庫負担増など国に強く要

望すること。

3. 介護保険・高齢者施策について

① 介護保険料を引き下げること。給付見

込み額に不足が生じる場合は、一般

会計から繰り入れ、高齢者の保険料

がん検診が無料で受診できるクーポン券を発送しております

が、今年度から新たに特定の年齢の男女に大腸がん検診が無

料で受診できるクーポン券を加え、「がん検診推進事業」として

充実させます。今年度も引き続き、本事業を実施するとともに、

がん検診の精度管理及び市民への周知・啓発に努めてまいりま

す。

保険料の減免については、権限が広域連合にあることから、

広域連合の条例において定められ、大阪府の広域連合が定め

る制度は、①災害に被災したことによる減免、②収入が著しく減

少したことによる減免、③刑事施設等に拘禁されたことによる減

免が規定されています。

後期高齢者医療制度では、一つの広域連合の区域内では、

同じ収入であれば同一の保険料になるよう設定されるという制度

の趣旨から、市独自の減免策を実施することは困難と考えます。

短期有効期限被保険者証は保険料滞納者に対して一律に

交付するのでなく、事前に予告通知し相談期間を設け、特に、

新たに対象となる方には訪問し、きめ細かな対応に努めていま

す。また、被保険者資格証明書は、高齢者が必要な医療を受け

る機会が損なわれることのないよう、原則として交付しないことを

国において基本的な方針としています。これを受け、大阪府の

広域連合においても、資格証の交付事務の開始を当面延期す

ることとしており、府下で１件の交付もございません。

国民健康保険の広域化については、いまだ制度案の詳細

が示されておらず、本市としては、保険者として必要な要

望を国に対して行いながら、その動向を注視していきたい

と考えます。

市町村の負担率については介護保険法で法定割合が定めら

れており、保険料の引き下げのために法定割合を超えて一般財

源を繰り入れることは、国民の共同連帯の理念に基づくとされる
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負担が増えないようにすること。低所

得者の介護保険料を軽減するため

に、非課税者・低所得者の保険料を

大幅に軽減する多段階化をはかるこ

と。介護保険料の減免制度を大幅に

拡充すること。

② 国に対し介護保険料の年金天引き

（特別徴収）の強制をやめ納付方法に

ついては選択制とすることや国庫負担

を大幅に引き上げるよう求めること

③ 介護給付費準備基金残高について

は、全額被保険者に還元すること

④ 入所施設待機者を解消し行き場のな

い高齢者をなくすために、特別養護老

人ホームなど施設・居住系サービスを

大幅に拡充すること。詳細な実態調査

を行い、必要数を明確にしたうえで年

次的に整備を行うこと。

介護保険制度の趣旨に反するものであり、本市においても適当

ではないと考えています。また、保険料の多段階化につきまして

は、第３期計画期間では８段階（国標準５段階）、第４期では９段

階（国標準６段階）設定を行っているところですが、基準額より上

の段階についての細分化を行うと、保険料基準額が上昇する可

能性もあることから、第５期のひらかた高齢者保健福祉計画策

定の中で慎重に検討してまいります。

法定減免は、災害により、自己の居住する住宅・家財に著し

い損害を受けたとき、主たる生計維持者の死亡・長期入院等に

より、収入が著しく減少したときに適用されます。その他の理由

に係る減免制度については、各保険者である市町村の状況が

異なることから、保険者独自の基準によって実施されているのが

実状です。

府下 41 保険者のうち 34 保険者、北河内 7 市では、本市と交

野市が独自減免を実施しております。適用要件のうち、収入要

件では、他市では 100 万円前後とするところが多い中、本市は

150 万円としており、一定の水準を保っていると考えております。

介護保険料の納付方法には特別徴収と普通徴収があります

が、現在、納付方法を被保険者が選択できる制度とはなってお

りません。国民健康保険料や後期高齢者医療制度と同様の、保

険料口座振替選択制については、引き続き国の動向を見極

め、適正に対応してまいります。また、国庫負担率の引き上げに

ついては、国の負担分である介護給付費負担金を定率とし、財

政調整交付金を別枠で財源を確保されるよう、国への要望を行

っているところです。

準備基金につきましてはその性格上、留保するものではない

という認識をもっており、今後の介護保険財政の安定した運営を

考慮した上で、次期計画期間において取崩し、保険料の一定の

軽減を行うことは可能であると考えております。

大型の特別養護老人ホームについては、大阪府の指針によ

り平成１８年度から６年間整備を凍結されています。平成２４年度

から始まるひらかた高齢者保健福祉計画２１（第５期）では、国や

大阪府の動向等留意しながら必要数について計画していきたい

と考えています。

なお、定員２９人以下の小規模特別養護老人ホームにつきま

しては第 4 期計画期間（平成 21～23 年度）において、２カ所の

整備を行いました。
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⑤ 国の法改正案にある「保険者判断に

よる予防給付と生活支援サービスの

総合化」は、要支援者の保険給付を

削減することにつながるものであり、法

制化しないよう国に要望すること。ま

た、制度化された場合でも実施しない

こと。

⑥ 介護サービス利用料の軽減制度を制

度化・拡充すること。施設利用者の食

費・部屋代の低所得者軽減（補足給

付）を改悪しないよう国に求めること。

介護保険施設・居住系サービスの居

住費について軽減措置を講じること。

⑦ 不当にサービスを制限する「ローカル

ルール」を解消し、必要な援助ができ

るようにすること

⑧ 「大阪版権限移譲」に基づく事業者指

定・指導監督権限の市町村丸投げに

追随せず、大阪府に中止を求めること。

⑨ 「地域包括ケア」を実現するために、

自治体として責任を果たすこと。そのた

めにすべての日常生活圏域で悉皆調

査の実施によるニーズの把握を行うこ

と。第５期介護保険事業計画策定あた

っては、日常生活圏域ごとに住民・高

齢者・利用者家族・事業者等の参加す

る「日常生活圏域部会」を設置し、住民

参画を徹底すること

⑩ 状態が悪化しているにもかかわらず

「軽度」に認定されるなど、利用者の実

お尋ねの制度改正の趣旨は、保険者が利用者の状態像なり

意向に応じて、予防給付で対応するのか、また今回の制度改正

にて導入される予定の総合サービスを利用するのかを判断する

ということで、予防給付を一切なくして、この総合サービスに切り

替えるということではなく、あくまでも選択肢を増やすという発想

であると国より説明を受けております。今後、計画策定にあたっ

て検討される課題のひとつと認識しております。

介護サービス利用料については、サービスを利用する人と利

用しない人の公平を図る観点からも受益者負担の原則を踏ま

え、利用者に負担していただいています。所得に応じて利用者

負担の上限を定めている高額介護サービス費の制度や、低所

得で特に生計が困難と認められる方が社会福祉法人が提供す

るサービスを利用するときに、その社会福祉法人の負担により利

用者負担が軽減となる制度もあり、さらに利用料の減免を実施

することは困難であると考えています。

本市では、介護給付は法令通知に則り実施しており、ケアマ

ネジメントに基づく適正なサービス提供がなされているものと認

識しています。

現在、本市において中核市への移行を計画しているところで

あり、中核市になると大阪府版権限移譲により移譲が予定され

ている事務の殆どが法令による移管となるため、中核市への移

行時期等を勘案しながら、事務移譲の時期や体制について、準

備を行っていきます。

日常生活圏域ニーズ調査につきましては、平成 23 年の 1 月

に無作為抽出により全圏域での実施をしております。悉皆では

ございませんが、今後も2回程度のアンケート調査を予定してお

ります。計画策定にあたりましては、上記のアンケート調査に加

え、パブリックコメントや市民意見交換会の実施の他、枚方市保

健福祉審議会の市民公募委員を募集し、審議に加わっていた

だくことで市民参画を図る予定です。

通常、介護の手間がよりかかると判断された場合は介護度が

上がる結果が出るものと考えられます。しかし、状態が悪化され
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態とかけ離れた要介護認定を改善する

ため、実態調査を行い改善措置を講じ

ること。

4. 生活保護について

① 生活保護の実施体制に関わって、「標

準数」に基づくケースワーカーの増員

を正規職員で行うとともに、経験や熟

練を重視した人事配置を行うこと。

② 申請権を保障するために各自治体で

作成している生活保護の「しおり」や

「手引き」などについて、生活保護の

制度をわかりやすく説明したものに改

善し、困窮した住民の目にいつでも触

れるようカウンターなどに常時配架す

ること。しおりに「申請用紙」を添付す

ること。(懇談当日に「しおり」「手引き」

など作成しているものの全てと申請用

紙を配布ください)。さらに申請時に違

法な「助言指導書」などを出さないこ

と。

③ 通院のための移送費の認定につい

て、平成 22 年 3月 12 日付厚生労働

省通知に基づき受給者に対して周知

徹底を行うこと。

④ 「休日、夜間等の福祉事務所の閉庁

時や急病時、また子どものキャンプや

修学旅行時など「医療券」の交付を受

けることができない場合に、医療機関

において被保護者であることの「証明

ておられるにもかかわらず介護度が下がるなどといったケース

で、例えば食事摂取などで、全面的に介助を必要としていた方

が状態の悪化により経管栄養になった場合などは、介護の手間

としてはかからなくなるために「軽度」と認定される場合がありま

す。

要介護認定が、利用者の実態とかけ離れたものにならないた

めには認定調査が適正に行われていることが重要と考えられま

すので、認定調査員に対する研修会実施や窓口での指導を引

き続き行っていきたいと考えています。

ここ数年来ケースワーカーの増員を行うも、保護世帯数の増

加が著しく、標準数の確保もできていない状況ですが、体制を

工夫し対応に当たるとともに、引き続き経験や熟練を重視した人

事配置を行うよう努めてまいります。

当所の「生活保護のてびき」及び「生活保護のしおり」につい

ては、今後も調査研究しより良いものへと改良していきます。

また、カウンターには、置いていませんが、相談者には基本的

に交付し説明しております。申請書の添付については、現在は

考えておりません。

本市における移送費の認定については、当市の基準で必要

な方には移送費支給をしています。今回の通知により当市の運

用を大きく変える必要はないと考えています。

通院移送費については、ケースワーカーが必要に応じて個

別に説明しています。

既に発行し行っています。
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書」として「医療証」、または「診療依頼

書」を発行し、受診できるようにするこ

と。

⑤ 自動車保有がなければ生活および仕

事ができない場合は保有を認めるこ

と。

⑥ 実態無視の就労指導の強要はしない

こと。各自治体は仕事の場を確保する

こと

5. 子育て支援・一人親家庭支援・子ども

の貧困解決にむけて

① 全国で最低レベルのこどもの医療費

助成制度を外来・入院とも中学卒業ま

で、現物給付で所得制限なし、無料

制度とすること。

② 全国最低レベルの妊婦検診を全国平

均（14回、85000円）なみの補助とする

こと。

国の実施要領の定めに従い適切に判断しています。

就労については、ケースの年齢、能力、経験などを総合的に

考慮して、本人の希望も聴き適切に行っていますが、雇用の場

の創出は、国レベルのことと考えています。ただ、当市でも可能

な限り任期付職員等の雇用をしています。

本市では、こどもの医療費助成制度として、所得制限を設け

ずに医療費を助成しています。この制度は、府の「大阪府市町

村乳幼児医療費助成事業」に上乗せして実施しているもので

す。

大阪府では、現在「福祉医療費助成制度に関する研究会」を

発足し、福祉医療費助成制度の見直しを含めた検討行っていま

す。

本市では、府に対し「市町村乳幼児医療費助成事業」の対象

年齢の拡充を要望しています。また、国に対しては、子どもの医

療費公費助成制度の創設を要望しています。

中学卒業までの医療費の助成は、現在の財政状況では困難

と考えていますが、今後も国や府の状況等を踏まえながら、本

制度の見直しを検討してまいります。

妊婦健診の公費助成につきましては、平成23年 4月より、初

回 14,000 円、6 回目 5,000 円、7 回目 8,000 円、それ以外を

3,000円11回の計14回、60,000円に拡充し、妊産婦歯科健康

診査1回と合わせて 15回、65,000 円の助成としました。国は妊

婦健診に必要な経費の補助事業を創設しましたが、補助事業

は期限の延長はされたものの、平成 23 年度までとされており、

今後市町村の財政負担がさらに厳しくなることが予測されてい

ます。そのため、各市町村の財政状況により妊婦健診の補助に

差が生じているのが現状です。

このような事情から、国・府に対しても「国の責任において財

源の確保を行ったうえで、妊婦に負担を生じさせないよう全国
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③ 就学援助の適用条件については収

入・所得ではなく課税所得でみること。

通年手続きが学校以外でもできるよう

にすること。第 1回支給月は出費のか

さむ４月にできるたけ近い月とするこ

と。

④ 全国最悪の中学校給食実施状況を踏

まえ、自校方式の完全給食を実施す

ること。

⑤ 子宮けいがんワクチン・ヒブ（細菌性髄

膜炎）ワクチン・新型インフルエンザワ

クチンを無料接種とすること。

⑥ こどもに関する諸施策について住民

に周知し申請権を保障するために、わ

かりやすいパンフレット・ハンドブックな

どを作成し配布すること。(懇談当日に

配布ください)

一律の恒久的な制度により実施されるべき」と要望しています。

今後、国の動向等をみながら検討してまいります。

本市の就学援助の認定につきましては、所得金額で審査して

おりますが、認定基準額を、扶養人数や配偶者の扶養状況等を

考慮し、設定しています。また、障害者控除・繰越損失にも対応

しております。その他にも特別事情による申請も受け付けてお

り、その時点での申請者の急激な収入の変化にも対応しており

ますので、特に課税所得による審査に切り替える必要はないと

考えております。

申請手続きにつきましては、毎年４月１日から翌年２月末まで

の間で、学校以外に市役所市民課窓口、各支所（津田・香里ヶ

丘・北部）の窓口、教育委員会学務課窓口でも受け付けており

ます。

第 1 回の支給月につきましては、できる限り直近の所得状況

により審査するため、6月の所得の確定を確認し、最短の 7月に

支給しております。

中学校給食につきましては、大阪府から示されました中学校

給食導入促進事業補助制度（概要（案））を活用する観点から、

その導入の検討を進めていきたいと考えています。

新型インフルエンザワクチン接種は２１年度から 22 年度まで

国の施策として、生活保護世帯及び市府民税非課税世帯に公

費助成を行いました。本市では乳幼児の細菌性髄膜炎予防を

目的に、ヒブワクチンと併せて、小児用肺炎球菌ワクチンについ

ても、平成 23年 1月から接種費用の全額助成を行っています。

子宮頸がん予防ワクチンも平成23年2月から全額助成を行って

います。

子育てに関する施策情報については、広報ひらかたや市ホ

ームページでご紹介するとともに、日々の子育て関係の行事

は、「子育て応援カレンダー」として、ホームページに掲載してい

ます。また、出生届時には「ひらかた子育て応援ナビ」を、健診

などの機会には「ひらかた子育てＭＡＰ」を配布し、情報提供に

努めています。

また、ひとり親の皆さんが自立を図る上で参考になると思われ

る相談機関や各種制度をまとめた「ひとり親のみなさんへのてび

き」を作成し、相談者へ情報提供しています。
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6. 障害者施策について

① 障害福祉サービスの支給決定につい

て、市町村におけるガイドラインを開

示すこと。また、支給決定の一人ひとり

の生活実態や障害の状態を充分考慮

し、必要なサービスと支給量が決定さ

れるようにすること。

② 大阪府の重度障害者医療費助成制

度が後退することのないよう府に強く

働きかけるとともに、制度が見直された

としても、市町村において制度の維

持・拡充をはかること。

③ 指定障害福祉サービスに関する認可

等権限移譲を大阪府からうけるにあた

っての準備状況等を明らかにするこ

と。さらに準備が出来ない状況であれ

ば受託はせず拒否すること。

支給決定の考え方に関しては、自立支援協議会を通じ整理

中であり、周知方法等に関しては検討していきます。

支給決定に関しては、障害程度区分による適応可能なサー

ビスを判断した後、個々の障害程度や生活状況を勘案し必要な

サービスの支給決定を行います。

府に対し、重度障害者医療費助成制度を含む福祉医療費助

成制度のこれまでの役割を踏まえ、制度が維持されるよう要望し

ています。また、制度の見直しについては、その状況把握を行

い適切な対応に努めてまいります。

指定障害福祉サービス事業者の指定等の事務については、

平成 24年度中の移譲を予定し、必要な課題整理や調整等を行

っているところです。


